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Ⅳ 特別調査事項 経営上の問題点と行政への要望について

（１）経営上の問題点 （複数回答）【主なもの】

「売上げの停滞・減少」 ７９.９％

「同業者間の競争の激化」 ４３.３％

「製品・商品価格の低下」 ３０.１％

「資金不足・資金繰り難」 ２８.５％

「経費の上昇」 １９.１％

「設備の老朽化」 １７.８％

（２）経営上の課題（複数回答） 【主なもの】

「販路の拡大・営業力の強化・提携先の確保」 ５９.４％

「経費の削減」 ３３.９％

「運転資金・事業資金の確保」 ３１.４％

「人材の育成・確保」 ３１.１％

「新製品・新技術・新サービスの開発」 ２３.６％

「異分野・新分野への事業展開、業態変更」 １６.５％

（３）県に望む施策（複数回答） 【主なもの】

「事業展開に必要な資金支援」 ３４.０％

「売上急減、連鎖倒産防止のための資金繰り支援」 ３２.３％

「販路拡大、受注機会の確保支援（ビジネスマッチング）」 ２８.９％

「特になし」 ２１.１％

「稼働率低下・操業短縮時の休業補償、雇用維持支援」 １９.０％

「人材確保・従業員の能力開発支援」 １４.４％

※ 本文中の数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（４３頁以下）を参照して下さ

い。

特別調査事項として、経営上の問題点と行政への要望について県内中小企業に聞

いたところ、次のような結果となった。

○ 経営上の問題点は、「売上げの停滞・減少」（７９.９％）が最も多く、次いで

「同業者間の競争の激化」（４３.３％）、「製品・商品価格の低下」（３０.１％）

となっている。

○ 経営上の課題は、「販路の拡大・営業力の強化・提携先の確保」（５９.４％）が

最も多く、次いで「経費の削減」（３３.９％）、「運転資金・事業資金の確保」

（３１.４％）となっている。

○ 県に望む施策は、「事業展開に必要な資金支援」（３４.０％）が最も多く、次

いで「売上急減、連鎖倒産防止のための資金繰り支援」（３２.３％）、「販路開拓、

受注機会の確保支援（ビジネスマッチング）」（２８.９％）となっている。
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（１）経営上の問題点（複数回答） （集計表Ｐ４３、４４参照）

経営上の問題点は、①「売上げの停滞・減少」（７９.９％）、②「同業者間の競争の

激化」（４３.３％）、③「製品・商品価格の低下」（３０.１％）、④「資金不足・資

金繰り難」（２８.５％）となっている。

①「売上げの停滞・減少」は、製造業（８１.３％）、非製造業（７８.８％）とも

に最も多かった。内訳（P４３、４４参照）をみても製造業（１１業種）・非製造

業（７業種）のすべてにおいて最も多く、中でも、「金属製品製造業」（８９.７％）

及び「輸送用機械器具製造業」（８９.１％）は９割近くに上り、製造業の９業種、

非製造業の４業種で８割を超えた。

②「同業者間の競争の激化」は、非製造業（４９.３％）が製造業（３５.７％）よ

りも１３.６ポイント高かった。「運輸業」、「建設業」、「サービス業」、「卸売・

小売業」及び「印刷業」の５業種で５割を超えた。

③「製品・商品価格の低下」は、製造業（４２.６％）が非製造業（２０.３％）よ

りも２２.３ポイント高かった。「プラスチック製品製造業」、「繊維工業」及び「家

具・装備品製造業」の３業種で５割を超えた。

④「資金不足・資金繰り難」は、製造業（２９.１％）と非製造業（２８.０％）の

差はほとんどなかった。
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（２）経営上の課題（複数回答） （集計表Ｐ４５、４６参照）

経営上の課題は、①「販路の拡大・営業力の強化・提携先の確保」（５９.４％）、②

「経費の削減」（３３.９％）、③「運転資金・事業資金の確保」（３１.４％）、④「人

材の育成・確保」（３１.１％）となっている。

①「販路の拡大・営業力の強化・提携先の確保」は、製造業（６３.２％）、非製造業

（５６.４％）ともに最も多く、製造業が非製造業よりも６.８ポイント高かった。内訳

（Ｐ４５、４６参照）をみても製造業・非製造業のすべての業種で最も多く、中でも「印

刷業」で８２.１％となるなど、製造業の７業種、非製造業の４業種で６割を超えた。

②「経費の削減」は、製造業（３３.６％）と非製造業（３４.２％）の差はほとんど

なかった。「飲食店」、「輸送用機械器具製造業」、「運輸業」及び「鉄鋼業・非鉄金

属製造業」の４業種で４割を超えた。

③「運転資金・事業資金の確保」は、製造業（３２.６％）が非製造業（３０.４％）

よりも２.２ポイント高かった。「繊維工業」及び「輸送用機械器具製造業」の２業種で

４割を超えた。

④「人材の育成・確保」は、製造業（３３.９％）が非製造業（２８.９％）よりも

５.０ポイント高かった。「情報サービス業」、「金属製品製造業」、「印刷業」、「サ

ービス業」及び「輸送用機械器具製造業」の５業種で４割を超えた。
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（３）県に望む施策（複数回答） （集計表Ｐ４７、４８参照）

県に望む施策は、①「事業展開に必要な資金支援」（３４.０％）、②「売上急減、連

鎖倒産防止のための資金繰り支援」（３２.３％）、③「販路開拓、受注機会の確保支援

（ビジネスマッチング）」（２８.９％）、④「特になし」（２１.１％）となっている。

「事業展開に必要な資金支援」と「売上急減、連鎖倒産防止のための資金繰り支援」を

合わせると、６６.３％となり、県に望む施策としては、「資金支援」の需要が高いと言

える。

①「事業展開に必要な資金支援」は、製造業（３５.３％）、非製造業（３３.０％）

ともに最も多く、製造業が非製造業よりも２.３ポイント高かった。内訳（Ｐ４７、４８

参照）をみると、「輸送用機械器具製造業」、「運輸業」、「飲食店」及び「パルプ・

紙・紙加工品」の４業種で４割を超えた。

②「売上急減、連鎖倒産防止のための資金繰り支援」は、製造業（３４.６％）が非製

造業（３０.５％）よりも４.１ポイント高かった。「飲食店」、「運輸業」、「パルプ・

紙・紙加工品」、「金属製品製造業」、及び「家具・装備品製造業」の５業種で４割を

超えた。

③「販路開拓・受注機会の確保支援（ビジネスマッチング）」は、製造業（３０.９％）

が非製造業（２７.３％）よりも３.６ポイント高かった。「家具・装備品製造業」及び

「情報サービス業」の２業種で４割を超えた。

④「特になし」は非製造業（２５.５％）が製造業（１５.４％）よりも１０.１ポイン

ト高かった。「不動産業」が４割を超えている。
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【参考】アンケート調査対象企業の従業員数 （集計表Ｐ４９参照）

アンケート調査対象企業の従業員数を聞いたところ、従業員２０人以下の企業が、全体

の約３分の２を占めている。

また、非製造業については、従業員５人以下の小規模企業が半数近くを占めている。
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